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1.「富士山爆発」の衝撃と富士山火山防災の

転換点 

1982 年に「富士山大爆発,運命の 1983 年

9 月 X日!」という題名の本が出版された。 

当時の話によると,この本への反響が大

きく,その翌年の観光客が 10 パーセント減

少したという。観光業者を含めた地元への

ショックは大きく,著者本人に強い抗議が

なされたという。そしておそらくその記憶

が,10 年以上経った後に,富士山噴火の実績

マップを地域住民に配布したいという提案

に対しての拒絶的な反応となって現れたと

しても,驚くにはあたらないのかも知れな

い。当時の建設省や山梨・静岡両県が地元市

町村に対して,過去約 2000 年間に富士山か

ら噴出した溶岩流の分布図を配布したいと

打診したところ,かなり強い拒絶反応に遭

遇し,結局この企画は日の目を見なかった

とのことである。 

2000 年の 11 月に,たしか山梨県,静岡県

などの主催で,富士吉田市のとあるホテル

で,富士山の火山防災に関するシンポジウ

ムが開かれた。席上,パネルディスカッショ

ンに参加された富士吉田市長と河口湖 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町長のお二方が「これまでのやり方を捨て

て,富士山の火山防災対策に前向きに取り

組んでゆく...」との決意を表明されたのが

極めて印象的であった。私はコンビーナー

を勤めていたがうれしい驚きであった。ち

ょうどこのころ(2000 年 10 月終わりころ)

から,富士山直下で低周波地震の群発が始

まっていたのである。低周波地震とは数ヘ

ルツかそれ以下の卓越周期を持つ地震を指

し,火山体内あるいはその直下に起こる場

合は,マグマあるいは熱水流体の存在に関

係しているとの見方が最も有力である(鵜

川,2001 など)。低周波地震の群発は 11 月

をピークとしていったん減少したが,2001

年 4 月から 5 月にかけて多発した。その後

は減少して,現在ではほぼ平常時のレベル

に戻っている。2001 年にはいるとマスコミ

がこの低周波地震を取り上げ,富士山に噴

火の危険が近いか?などの憶測記事も週刊

誌などに掲載され,テレビ報道でも取り上

げられるようになった。 
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2.ハザードマップ作成の推進計画といくつ

かの火山活動 

当時,私は内閣府の担当部局に対して,

「ハザードマップ作成指針を改訂すべきで

ある_」との陳情を繰り返していた。 

1986 年の伊豆大島噴火とそれに伴う全島

民の避難という事件をふまえて,当日寺の

国土庁が「火山噴火災害危険区域予測図作

成指針」なるものをつくるべく,学識経験者

と関係行政機関の職員からなる「活火山防

災対策検討会」の活動の一部として作業を

開始した。1992 年に「指針」が完成し一般

に配布された(国土庁,1992)。この指針の完

成を受けて政府(国土庁)は,3 年計画でハザ

ードマップがまだ作られていない火山を選

び出し,地元の自治体へ国の補助事業とし

てハザードマップ作りを働きかけ,浅間,有

珠,樽前,伊豆大島,三宅,阿蘇,桜島等の主

要火山のハザードマップがつくられた。 

私が「指針」の改訂の必要性を認識したの

はいくつかの理由によるが,その一つはこ

の「指針」が実際の防災活動に際してどのよ

うな作業を必要とするのか,そのためには

どのような計画を立案すべきなのかなど,

実用面への言及がほとんどなされていない

点であった。予想される火山噴火の実体や

その特徴,物理的被害を想定するために必

要な数値シミュレーションの方法論などは

よく書かれているが,防災担当者の実務の

手助けとなるような助言はほとんどなかっ

たといえる。 

1991 年には雲仙普賢岳の火砕流で 44 名

が死亡するという衝撃的な事件が起きたが,

結果的には「火砕流」という現象が日本の社

会にひろく理解されることになった。引き

続きピナッボ火山の大噴火,1996 年と 1998

年の北海道駒ヶ岳の小噴火をへて,1998 年

岩手火山の異変へと続いた。岩手山では,地

震活動の活発化,山体膨張を示す地殻変動,

地熱の上昇を示す噴気活動の活発化などの

異変に基づいて,「今後さらに火山活動が活

発化すれば噴火の可能性も...」という臨時

火山情報が発せられるに至った。 

これを受けて岩手県は災害警戒本部を設

置し全面的な防災対策に乗り出した。噴火

の開始前に行政機関が噴火災害に対する防

災対策を開始するということは,実はこれ

が始めてであると言える。それまでは,噴火

が始まった後から行政機関の実質的な防災

活動が発進するというケースがすべてであ

った。 

2000 年 3 月 31 日に始まった有珠火山の

噴火は,噴出物の量から見るとまことに小

規模な噴火であったが,社会に与えたイン

パクトはきわめて大きく,火山防災に関し

ては好ましいプラスの影響を与えたと言っ

てよいだろう。岡田弘北大教授をはじめと

する学識者の長年にわたる啓発活動が見事

に実を結び,初期態勢の立ち上がりが理想

的に行われ,続いて中央から支援された現

地対策本部に引き継がれて避難支援が順調

に行われた点は,きわめて教科書的に成功

した例であったといえるだろう。噴火開始

以前に緊急火山情報を出して,避難勧告に

踏み切らせる処置をとったのは,気象庁が

火山情報を出すようになって以来初めての

ケースとなった。 
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3.1 富士山ハザードマップ検討委員会の発

足 

2001 年 7 月には「富士山ハザードマップ

作成協議会」なるものが発足した。これは国

および関係する県・市町村から構成され,そ

の諮問を受けて学識者・関係行政機関から

なる「富士山ハザードマップ検討委員会」が

ほぼ同時にスタートした(図 1)。私はこの委

員会の委員長を仰せつかった。この委員会

が富士山の火山災害防止に関して具体的な

検討を行い,防災マップの試作や災害対策

への具体的な提言などをまとめることとな

ったのである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この委員会は十数名の学識者と国・地方

自治体の関係者から構成されており,事務

局が何と 3 つの省庁に置かれるという特徴

を持っている。すなわち,内閣府,国土交通

省および総務省である。このことは,我が国

における火山災害防災行政の実務が複数の

官庁に分散されたままになっており,十分

に強力な統括がなされていない現状を反映

したものであると私は考えている。 

国が特定火山のハザードマップの作成に

乗り出したのは今回の富士山のマップが最

初である。災害対策基本法と呼ばれる基礎

的な法律の中で定義されているように,こ
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れまでの行政の対応には,火山防災対策は

関係する地方自治体(市・町・村)が立案し実

施する...という理解が広く行き渡ってい

たようである。いわゆる地域防災計画とい

うものを各市町村は独自に作成すべきもの

とされ,活火山を抱える自治体なら,火山災

害対策とうたった 1 章をそこに含めるのが

適当ということになる(実際にはそこまで

実現しているケースは極めて少ない)。一方

多くの火山は市町村あるいは都道府県の行

政境界にまたがって存在するので,同一の

火山の単一の噴火活動に対しても複数の行

政単位が同時に対応する必要がでてくる。

このような災害に対応すべきものが広域防

災計画と呼ばれるもので,複数の市町村あ

るいは都道府県が集まって協議会などをつ

くり,広域的被害を与える大噴火に対処す

べき手段である。 

富士山の噴火歴を見れば,広域防災計画

を必要とするような大規模噴火の事例が多

くあり,国レベルでの調整・対応が必要とさ

れるケースに相当することは明らかである。

したがって,日本の社会的環境が今,繰り返

す火山災害に目を向けだしたこの機会に,

国レベルでの災害対策をを策定する作業を

開始することは時宜を得たものとも考えら

れる。 

 

 

3.2 中間報告 

富士山ハザードマップ検討委員会は 2001

年 7 月に発足し,2004 年 3 月までと期限が

切られたので,自ずからその活動内容が限

られてくる。予想される活動内容が多岐に

わたるので,委員会の機能を 2 つに分けて,

基図部会と活用部会という 2 つのグループ

がつくられた。前者は主として噴火実績,そ

れに基づいて予想される噴火災害の様式・

規模・頻度等を評価し,後者はその結果とし

て生じるであろう社会的損失およびその軽

減対策などを考える。実際の作業はこれま

で各火山のハザードマップ作成に関与して

きた多くのコンサルタント会社に付託され,

委員,事務局と共同で調査・評価の作業をこ

なしてきた。 

委員会の仕事の内容を示すフローチャー

トを図2に示すが(委員会中間報告による),

図の下半分がこの委員会が特に意識して力

を入れようとしている領域である。 

最初の 1 年度で噴火の実績や予想される

噴火の特徴などの評価がかなり進んだので

(図中で影をつけた部分),2 年度は各種のハ

ザードマップ(防災マップ)の試作や広域・

地域防災計画策定のためのガイドラインな

どについて議論を進めることとなる。 

中間報告は 2002 年 6 月 12 日に開かれた

第 2 回富士山ハザードマップ作成協議会に

報告され,その内容は全面的に公開されて

いる。ちなみにそのとき協議会の名称が変

更され,以後「富士山火山防災対策協議会」

と呼ばれるように決められた。 

中間報告の内容の一部を紹介すると,先

ず過去の富士山の噴火活動の実績を既存の

報告書・論文および現地調査を通じて総括

した。図 3 に将来の噴火口の生成位置の予

測図を示すが,これは過去約 3000 年間に生

じた噴火口の位置から推定された。図 4 は

数値シミュレーションによる中規模の溶岩

流の流下域の推定例を示す。想定した火口

の位置(赤丸),噴火開始後の到達時間を色
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分けにして示した。このようなシミュレー

ションを数多く行い,各方位にわたる溶岩

流到達時間を示したのが図 5である。 

過去最大規模の火砕噴火は 1707 年(宝永

4 年)の噴火であり,その降下火砕物の累積

厚さのシミュレーションを図 6に示す。 

このようなデータに基づいて,もし現時

点で宝永噴火と同様の規模の噴火が起きた

らどのような規模の災害が起きるかを想定

した結果が表 1 である。梅雨時のように大

量の降雨がある条件で被害額は最大となり,

約 2兆 5千億円に昇ると推定された。 

現在さらに作業を進めており,最終報告

書は 2003 年 3 月(平成 14 年度末)をめどに

まとめられる予定である。 

 

 

4.課題など―防災担当者へ向けての情報が

大切 

ここで言う防災担当者とは,自治体で実

際に防災対策の実行に当たっている公務員

の方々,また企業・各種団体における防災担

当者の方々を指す。多くの市町村では総務

課あるいは消防防災課などと呼ばれる部局

の職員が火山災害の防災実務を担当する事

になると思われる。この人達が現実の火山

噴火の際に第一線に立ってあらゆる実務を

こなしてゆくわけで,最も重要なスタッフ

であるといえる。 

自分の勤めている自治体に活火山がある

ということは漠然と認識していたが,いざ

火山が噴火するとなると,自分が火山に関

してほとんど無知であることに気づいた...

という告白を多くの方々から聞いた。すな

わち,防災担当者とは言っても,普通の市民

と変わらないレベルの知識しか持ち合わせ

ていないというのが,多くの防災担当者の

現実であり悩みであろう。 

これまでの経験から,防災担当者の知識

と意識のレベルを上げることが,最重要の

問題であると確信するに至った。有珠火山

をはじめとして,北海道における火山防災

活動のめざましい成功の事例は,まさにこ

の問題を解決したことによっているとして

も言い過ぎではないと考える。 

これまで各火山のハザードマップ作成に

関する委員会が議論し,成果物として発表

された「ハザードマップ」の多くは,その意

図がどこにあったかは別として,結果的に

は現地住民や観光客向けの内容となってい

るように見える。一般市民向けのマップは

その内容が容易に理解されるものでなけれ

ばならず,難解な火山学用語をいかにうま

くかみ砕いて表現するかに多くの努力がそ

そがれたようである。これは大変難しい技

術で,理学的な火山研究者が扱うにはやや

不適当な領域である。このような努力をす

る前に,地方自治体の防災担当者に直接具

体的に話しかけ,その人々が必要としてい

る情報や知識を伝達することがより重要で

より緊急を要するものではないかと考える。 
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